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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
アルキル系化合物、フッ素化合物、およびシリコーン系化合物の群から選ばれる１種以上
の化合物と、下記構造式１および２で示される構成要素を繰返し単位として有する帯電防
止性高分子化合物と、熱硬化性樹脂とを含有する塗布層をポリエステルフィルムの一方の
面に有することを特徴とする表面保護フィルム用ポリエステルフィルム。　

【化１】

（上記式中、Ｒ１およびＲ２はそれぞれ独立して、水素原子または炭素数が１～３のアル
キル基であり、Ｘ－は１価の陰イオンである）
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【化２】

（上記式中、Ｒ３は水素原子または炭素数が１～３のアルキル基であり、Ｒ４は－Ｏ－ま
たは－ＮＨ－、Ｒ５は炭素数が１～６のアルキレン基である）
【請求項２】
請求項１記載のポリエステルフィルムの塗布層の反対側の面に微粘着層を有することを特
徴とする光学部材表面保護用ポリエステルフィルム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、偏光板、位相差板または視野角拡大フィルムの表面保護フィルムに好適なフ
ィルムに関するもので、摩擦や剥離した際の帯電が少なく、外観に優れたフィルムに関す
るものである。
【背景技術】
【０００２】
　偏光板（または位相差板等）やそれに準じた積層体等の光学部材の表面には、表面保護
の目的で保護フィルムが貼り付けられている。光学部材の組込みが完了した後に、これら
の保護フィルムが剥離によって除去される場合が多いが、この剥離時に静電気が発生して
周囲のゴミが巻き込まれるという問題がある。
【０００３】
　ポリエチレンテレフタレートあるいはポリエチレンナフタレートに代表されるポリエス
テルフィルムは、機械的強度、寸法安定性、平坦性、耐熱性、耐薬品性、光学特性等に優
れ、コストパフォーマンスにも優れるため、各種の用途において基材として使用されてい
る。その用途の一例として、偏光板等の光学部材の表面を傷、汚染から保護する保護フィ
ルムがあり、ポリエステルフィルム基材に粘着剤を塗布したフィルムが使用されているが
、ポリエステルフィルムは摩擦や部材からの剥離等の際に帯電しやすく、光学部材の保護
フィルムとして利用する各工程で、摩擦帯電あるいは剥離帯電が発生し、異物や塵埃の付
着、静電気放電障害等の問題が発生する。
【０００４】
　表面保護フィルムに対する帯電防止性付与について、一般的には、基材となるフィルム
表面に帯電防止性樹脂を塗布する方法が行われている（特許文献１）。
【０００５】
　また、この際使用する基材ポリエステルフィルムに帯電防止性を付与する方法としては
、フィルムの表面に種々の帯電防止性の化合物を塗布する方法が一般的である。
【０００６】
　特にポリエステルフィルムへの塗布に関しては、塗布組成物を含有する塗布液を、フィ
ルム製造工程中で塗布する方法（インラインコーティング）が経済性および良好な特性が
得られることから広く行われている。典型的な例としては、縦延伸後に塗布を行い、その
後横延伸および熱固定する方法がある。
【０００７】
　また帯電防止性化合物としては、高分子量のカチオン性化合物が比較的特性が良いこと
が知られている（特許文献２、特許文献３）。
【０００８】
　しかし特許文献２に挙げられるような、高分子側鎖についた４級アンモニウム塩基は、
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一般的に耐熱性が弱く、上記のようなインラインコーティングに適用した場合には、その
際にかかる温度が非常に高温となるため、分解を起こしやすく、帯電防止性能を悪化させ
る。
【０００９】
　一方、特許文献３に挙げられるような化合物は、その４級アンモニウム塩基が高分子骨
格内にあるため耐熱性に優れ、非常に良好な帯電防止性能が得られる。ただし、このよう
な化合物は、それ自体が非常に親水性となるため、得られる塗布層は、高湿度下に置かれ
ると表面が白化したりする。光学部材の検査は、表面保護フィルムが貼り付けられた状態
で行われることが一般的である。そのため表面保護フィルムに対して、検査を阻害しない
外観が要求されることから、このような化合物を用いた場合にもやや課題が残る。
【００１０】
　また、光学部材の加工工程で、加工機械や搬送ロールなどとの接触で保護フィルム表面
層に傷がつくと検査に支障を来たすため、これに対する耐久性も必要である。しかし従来
の帯電防止性の樹脂では、かかる耐久性が不十分であることが多かった。
【００１１】
　なお、貼りつけた保護フィルムについては、再剥離作業工程、検査工程等の手作業の工
程において、保護フィルム表面が油脂、はみ出しあるいは転着した粘着剤等で汚染されや
すく、耐汚染性の表面特性が要求されることもある。
【特許文献１】特開平７－２６２２３号公報
【特許文献２】特開２００４－１２３９３２号公報
【特許文献３】特開平１－１４６９３１号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　本発明は、上記実情に鑑みなされたものであって、その解決課題は、優れた帯電防止性
と耐久性を有し、光学部材の保護フィルムとして用いた際に優れた特性を示す塗布フィル
ムを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　本発明者らは、上記の課題に関して鋭意検討を重ねた結果、特定の種類の化合物を含有
する塗布層を設けることにより、上記課題が解決されることを見いだし、本発明を完成す
るに至った。
【００１４】
　すなわち、本発明の要旨は、アルキル系化合物、フッ素化合物、およびシリコーン系化
合物の群から選ばれる１種以上の化合物と、下記構造式１および２で示される構成要素を
繰返し単位として有する帯電防止性高分子化合物と、熱硬化性樹脂とを含有する塗布層を
ポリエステルフィルムの一方の面に有することを特徴とする表面保護フィルム用ポリエス
テルフィルム、および当該フィルムの塗布層の反対側の面に微粘着層を有することを特徴
とする光学部材表面保護用ポリエステルフィルムに存する。
【００１５】
【化１】
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（上記式中、Ｒ１およびＲ２はそれぞれ独立して、水素原子または炭素数が１～３のアル
キル基であり、Ｘ－は１価の陰イオンである）
【００１６】
【化２】

（上記式中、Ｒ３は水素原子または炭素数が１～３のアルキル基であり、Ｒ４は－Ｏ－ま
たは－ＮＨ－、Ｒ５は炭素数が１～６のアルキレン基である）
【００１７】
　以下、本発明を詳細に説明する。
　本発明のポリエステルフィルムに用いられるポリエステルとは、テレフタル酸、イソフ
タル酸、２，６－ナフタレンジカルボン酸、アジピン酸、セバシン酸、４，４’－ジフェ
ニルジカルボン酸、１，４－シクロヘキシルジカルボン酸のようなジカルボン酸またはそ
のエステルとエチレングリコール、ジエチレングリコール、トリエチレングリコール、プ
ロピレングリコール、１，４－ブタンジオール、ネオペンチルグリコール、１，４－シク
ロヘキサンジメタノールのようなグリコールとを溶融重縮合させて製造されるポリエステ
ルである。これらの酸成分とグリコール成分とからなるポリエステルは、通常行われてい
る方法を任意に使用して製造することができる。
【００１８】
　例えば、芳香族ジカルボン酸の低級アルキルエステルとグリコールとの間でエステル交
換反応をさせるか、あるいは芳香族ジカルボン酸とグリコールとを直接エステル化させる
かして、実質的に芳香族ジカルボン酸のビスグリコールエステル、またはその低重合体を
形成させ、次いでこれを減圧下、加熱して重縮合させる方法が採用される。その目的に応
じ、脂肪族ジカルボン酸を共重合しても構わない。
【００１９】
　本発明のポリエステルとしては、代表的には、ポリエチレンテレフタレートやポリエチ
レン－２，６－ナフタレート、ポリ－１，４－シクロヘキサンジメチレンテレフタレート
等が挙げられるが、その他に上記の酸成分やグリコール成分を共重合したポリエステルで
あってもよく、必要に応じて他の成分や添加剤を含有していてもよい。
【００２０】
　本発明におけるポリエステルフィルムには、フィルムの走行性を確保したり、キズが入
ることを防いだりする等の目的で粒子を含有させることができる。このような粒子として
は、例えば、シリカ、炭酸カルシウム、炭酸マグネシウム、リン酸カルシウム、カオリン
、タルク、酸化アルミニウム、酸化チタン、アルミナ、硫酸バリウム、フッ化カルシウム
、フッ化リチウム、ゼオライト、硫化モリブデン等の無機粒子、架橋高分子粒子、シュウ
酸カルシウム等の有機粒子、さらに、ポリエステル製造工程時の析出粒子等を用いること
ができる。
【００２１】
　用いる粒子の粒径や含有量はフィルムの用途や目的に応じて選択されるが、平均粒径に
関しては、通常は０．０１～５．０μｍの範囲である。平均粒径が５．０μｍを超えると
フィルムの表面粗度が粗くなりすぎたり、粒子がフィルム表面から脱落しやすくなったり
することがある。平均粒径が０．０１μｍ未満では、表面粗度が小さすぎて、十分な易滑
性が得られない場合がある。粒子含有量については、ポリエステルに対し、通常０．００
０３～１．０重量％、好ましくは０．０００５～０．５重量％の範囲である。粒子含有量
が０．０００３重量％未満の場合には、フィルムの易滑性が不十分な場合があり、一方、



(5) JP 5376770 B2 2013.12.25

10

20

30

40

50

１．０重量％を超えて添加した場合は、フィルムの透明性が不十分な場合がある。また、
適宜、各種安定剤、潤滑剤、帯電防止剤等をフィルム中に加えることもできる。
【００２２】
　本発明のフィルムの製膜方法としては、通常知られている製膜法を採用でき、特に制限
はない。例えば、まず溶融押出によって得られたシートを、ロール延伸法により、７０～
１４５℃で２～６倍に延伸して、一軸延伸ポリエステルフィルムを得、次いで、テンター
内で先の延伸方向とは直角方向に８０～１６０℃で２～６倍に延伸し、さらに、１５０～
２５０℃で１～６００秒間熱処理を行うことでフィルムが得られる。さらにこの際、熱処
理のゾーンおよび／または熱処理出口のクーリングゾーンにおいて、縦方向および／また
は横方向に０．１～２０％弛緩する方法が好ましい。
【００２３】
　本発明におけるポリエステルフィルムは、単層または多層構造である。多層構造の場合
は、表層と内層、あるいは両表層や各層を目的に応じ異なるポリエステルとすることがで
きる。
【００２４】
　本発明のポリエステルフィルムは片面に帯電防止性の塗布層を有し、さらにはその反対
面に微粘着層を有することを好ましい実施様態とするが、帯電防止性塗布層はフィルムの
片面のみに設けていても、あるいは両面に設け、その一方の面の上に微粘着層を設けてい
ても、本発明の概念に当然含まれるものである。
【００２５】
　本発明における帯電防止性塗布層とは、具体的には、塗布層の表面固有抵抗が低く、電
荷を漏洩する機構を持つ塗布層のことである。塗布層の表面固有抵抗が低いほど、帯電防
止性が良好であるといえる。表面固有抵抗が１×１０１３Ω以下であれば帯電防止性を持
つと言え、１×１０１１Ω以下であれば、良好な帯電防止性であると言える。
【００２６】
　本発明においては帯電防止性塗布層に、下記の式１および式２で示される構成要素を繰
返し単位として有する帯電防止性高分子化合物を含有する。
【００２７】

【化３】

　上記式中、Ｒ１およびＲ２はそれぞれ独立して、水素原子または炭素数が１～３のアル
キル基であり、Ｘ－は１価の陰イオンである。
【００２８】
【化４】
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　上記式中、Ｒ３は水素原子または炭素数が１～３のアルキル基であり、Ｒ４は－Ｏ－ま
たは－ＮＨ－、Ｒ５は炭素数が１～６のアルキレン基である。
【００２９】
　ここでＸ－は本発明の要旨を損なわない範囲で適宜選択することができる。工業的に入
手、製造が容易である様態として、ハロゲンイオン、硝酸イオン、アルキルスルホン酸イ
オンなどが挙げられる。
【００３０】
　本発明において、かかる高分子化合物中における、式１および式２で示される構成要素
の比率は特に限定されないが、式２の構成要素は高分子化合物中の重量比率で１％以上で
あることが好ましく、さらに好ましくは５％以上である。式２の構成要素がこの範囲より
少ない場合、塗布層の耐久性に劣る傾向がある。
【００３１】
　一方、式１の構成要素が高分子化合物中に占める比率は限定されない。この比率が少な
いほど、塗布フィルムの帯電防止性能が悪化するが、塗布層の厚さを増すことで帯電防止
性能を向上させることができるからである。ただし、工業的に可能な塗布層の厚さには限
界があり、また塗布層が厚くなりすぎると、ブロッキングや外観の悪化、コストの上昇な
どを招くため、必要に応じて適宜選択されるべきである。具体的には、重量比で７０～９
９％程度が好適である。
【００３２】
　また本発明における帯電防止性高分子化合物は、上記式１、２以外の成分を本発明の主
旨を損なわない範囲で構成要素として有していてもよい。かかる成分としては、本発明の
要旨を損なわない範囲で特に限定されないが、ビニル化合物のような、ビニル基もしくは
その他の炭素－炭素二重結合を含有する化合物であることが重合の容易さから好ましい。
そのような化合物の例としては、アクリル酸、メタクリル酸、クロトン酸、イタコン酸、
フマル酸、マレイン酸、シトラコン酸のような各種カルボキシル基含有モノマー類、およ
びそれらの塩；２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシプロピル（
メタ）アクリレート、４－ヒドロキシブチル（メタ）アクリレート、モノブチルヒドロキ
ルフマレート、モノブチルヒドロキシイタコネートのような各種の水酸基含有モノマー類
；メチル（メタ）アクリレート、エチル（メタ）アクリレート、プロピル（メタ）アクリ
レート、ブチル（メタ）アクリレート、ラウリル（メタ）アクリレートのような各種の（
メタ）アクリル酸エステル類；（メタ）アクリルアミド、ジアセトンアクリルアミド、Ｎ
－メチロールアクリルアミドまたは（メタ）アクリロニトリル等のような種々の窒素含有
ビニル系モノマー類。また、これらと併用して以下に示すような重合性モノマーを共重合
することができる。すなわち、スチレン、α－メチルスチレン、ジビニルベンゼン、ビニ
ルトルエンのような各種スチレン誘導体、酢酸ビニル、プロピオン酸ビニルのような各種
のビニルエステル類；γ－メタクリロキシプロピルトリメトキシシラン、ビニルトリメト
キシシラン、チッソ（株）製「サイラプレーンＦＭ－０７」（メタクリロイルシリコンマ
クロマー）等のような種々の珪素含有重合性モノマー類；燐含有ビニル系モノマー類；塩
化ビニル、塩化ビリデン、フッ化ビニル、フッ化ビニリデン、トリフルオロクロルエチレ
ン、テトラフルオロエチレン、クロロトリフルオロエチレン、ヘキサフルオロプロピレン
のような各種のハロゲン化ビニル類；ブタジエンのような各種共役ジエン類などが挙げら
れる。
【００３３】
　帯電防止性高分子化合物の分子量は、好ましくは数平均分子量で５０００～５００００
０の範囲、より好ましくは８０００～１０００００の範囲である。数平均分子量で５００
０未満のものは、得られる塗布フィルムの帯電防止性能が不足しやすく、また５００００
０を超えると、塗布液の粘度が上昇しすぎて、均一な塗布層を塗布することが困難になり
やすい。
【００３４】
　このような構成要素を繰返し単位とする高分子化合物は、上記のような式１、式２の単
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量体を、ラジカル共重合することで得られる。このようなラジカル共重合は公知の方法を
用いることができる。例えば、各構成要素の単量体を水溶液とし、合計で濃度１０～５０
ｗｔ％となるよう混合調整し、窒素雰囲気下において、ラジカル開始剤水溶液と同時に反
応器に滴下しながら、反応器内を攪拌しつつ５０℃～８０℃に、加熱ないしは反応熱によ
る温度上昇に対し冷却を行いながら、３～８時間重合させればよい。さらに他の成分を加
える場合も、前述のような炭素－炭素二重結合を含有する化合物であれば、同時に混合水
溶液を調整してラジカル共重合することができて容易である。なお、得られた共重合高分
子中の各単量体成分の比率や分子量は、反応物を精製し、１Ｈ－ＮＭＲやＧＰＣ（ゲル浸
透クロマトグラフィー）などで分析し求めることができる。
【００３５】
　また、本発明における帯電防止性塗布層には、熱硬化性樹脂を含有することが好ましい
。特に、式２で表される化合物と反応性を持つ樹脂であると、塗布層の耐久性が向上して
好ましい。そのような樹脂としては種々公知のものが適用でき、例えばイソシアネート系
、オキサゾリン系、エポキシ系、グリオキサール系などが挙げられる。他のポリマー骨格
に反応性基を持たせた、ポリマー型架橋反応性化合物も含まれる。本発明において特に好
ましい様態としては、アミノ樹脂系の架橋剤を例示することができる。アミノ樹脂系の架
橋剤としては、例えばアルキロール化したメラミン系、ベンゾグアナミン系、尿素系など
がある。特に、アミノ基をメチロール化し、さらにそのメチロール基の一部をメチル化し
たものが、水溶性で取扱いがよく、反応性も高いことから好適に使用できる。また、架橋
触媒を併用するとなお好ましい。
【００３６】
　かかるアミノ樹脂系の架橋剤と、前述の構成の帯電防止性高分子化合物との組み合わせ
は、得られる塗布層の帯電防止性、耐久性などにきわめて優れたものとなる。
【００３７】
　また、本発明における帯電防止性塗布層には、アルキル系化合物、フッ素化合物、シリ
コーン系化合物の群から選ばれる１種以上の化合物またはその誘導体を含有することがで
きる。かかる成分を含有することで、本発明のフィルムを保護フィルムとして使用したと
きに、表面の汚染除去性が向上する。
【００３８】
　アルキル系化合物とは、ポリオレフィン、ポリオレフィン系ワックス、アルキルグラフ
トポリマーなどの、下記一般式で示されるオレフィンの繰り返し単位を有する化合物であ
る。
【００３９】
　－（ＣＨ２－ＣＨ２）ｎ－（ＣＨ２－ＣＨＲ）ｍ－
（上記式中、Ｒは水素または炭素数が１～６のアルキル基、ｎは１以上の整数、ｍは０ま
たは１以上の整数を表す）
【００４０】
　本発明におけるフッ素化合物とは、特に、極性の低いフッ素含有官能基を持つ化合物を
指し、具体的にはフルオロオレフィンあるいはパーフルオロアルキル基を含有する重合体
などが挙げられる。特に、パーフルオロアルキル基含有エチレン性不飽和単量体と、他の
エチレン性不飽和単量体とを反応させた重合体は、ポリエステルフィルムとの親和性や塗
布層を構成する他の成分との相溶性などの面から、好適に使用できる。パーフルオロアル
キル基含有エチレン性不飽和単量体としては、特に限定されるものではないが、例えば下
記一般式で示される化合物が挙げられる。
【００４１】
【化５】



(8) JP 5376770 B2 2013.12.25

10

20

30

40

50

　上記一般式中、Ｒ１はＨまたはＣＨ３であり、Ｒ２は炭素原子数が１～１０のアルキレ
ン基またはＣＯＮ（Ｒ３）－Ｒ４－、ＳＯ２Ｎ（Ｒ３）－Ｒ４－であり、Ｒｆは炭素原子
数が４～２０のパーフルオロアルキル基である。Ｒ３は炭素原子数が１～４のアルキル基
、Ｒ４は炭素原子数が１～１０のアルキレン基である。
【００４２】
　本発明におけるシリコーン系化合物としては、特に、極性の低いシリコーン鎖をもつ化
合物を指し、具体例としては、（変性）シリコーンオイル、硬化型シリコーン樹脂等が例
示される。（変性）シリコーンオイルとしては、メタクリル、エポキシ、カルビノール等
の反応性有機基を有する変性シリコーンオイル等が挙げられる。一方、硬化型シリコーン
樹脂の具体例としては硬化型シリコーン樹脂を主成分とするタイプでもよいし、アクリル
樹脂、ウレタン樹脂、エポキシ樹脂、アルキッド樹脂等の有機樹脂とのグラフト重合等に
よる変性シリコーンタイプ等を使用してもよい。特に、有機樹脂とのグラフト重合等によ
る変性シリコーンタイプが、ポリエステルフィルムとの親和性や塗布層を構成する他の成
分との相溶性などの面から、好適に使用できる。
【００４３】
　本発明によって作られた塗布フィルムは、塗布層中に占める帯電防止性高分子化合物の
重量が、塗布フィルムの面積あたり５ｍｇ／ｍ２以上であることが好ましく、１０ｍｇ／
ｍ２以上であることがさらに好ましい。帯電防止性高分子化合物の量がこれより少ないと
、帯電防止性が不十分となることが多い。
【００４４】
　また、塗布層中に占める帯電防止性高分子化合物の比率は限定されないが、上限は好ま
しくは重量比率９０％、より好ましくは８０％、さらに好ましくは６０％である。帯電防
止性高分子化合物の比率がこれより高いと、塗布層の透明性が不十分となったり、塗布層
の耐久性が不十分となったりすることが多い。また下限は好ましくは１０％、さらに好ま
しくは２０％である。帯電防止性高分子化合物の比率がこれより低いと、帯電防止性能が
不十分となったり、十分な帯電防止性能を持つための塗膜が極めて厚くなったりする。塗
膜が厚くなると、外観・透明性の悪化や、フィルムのブロッキング、コストアップを招き
やすく好ましくない。
【００４５】
　塗布層中における帯電防止性高分子化合物と熱硬化性樹脂の比率は、重量比で５／１～
１／５の範囲であることが好ましく、より好ましくは４／１～１／２の範囲である。この
範囲を外れると、帯電防止性能や塗布層の耐久性、外観が悪化しやすい傾向がある。
【００４６】
　塗布層中に含まれるアルキル系化合物、フッ素化合物、シリコーン系化合物の群から選
ばれる化合物またはその誘導体の比率は、最終的には他の特性とのバランスで決定される
べきではあるが、例示すれば塗膜全体の３０％以下、より好ましくは２０％以下、さらに
好ましくは１０％以下である。この比率より多いと、外観の悪化や塗膜強度の低下を招き
やすい。また塗膜全体の１％以上含有することが好ましい。塗膜の１％未満の含有量では
、表面の汚染除去性が、未含有の場合と大差ない場合が多い。
【００４７】
　本発明による帯電防止性塗布層は、特定の化合物を含有する塗布液をフィルムに塗布す
ることにより設けられ、特に本発明では塗布をフィルム製膜中に行うインラインコーティ
ングにより設けられることが好ましい。
【００４８】
　その際の塗布液中には、必要に応じて上記述べた成分以外を含むことができる。例えば
、界面活性剤、バインダー、消泡剤、塗布性改良剤、増粘剤、有機系潤滑剤、離型剤、有
機粒子、無機粒子、酸化防止剤、紫外線吸収剤、発泡剤、染料、顔料等である。これらの
成分は単独で用いてもよいが、必要に応じて二種以上を併用してもよい。
またこの際の塗布液は、取扱い上、作業環境上、また塗布液組成物の安定性の面から、水
溶液または水分散液であることが望ましいが、水を主たる媒体としており、本発明の要旨
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を越えない範囲であれば、有機溶剤を含有していてもよい。
【００４９】
　インラインコーティングは、ポリエステルフィルム製造の工程内でコーティングを行う
方法であり、具体的には、ポリエステルを溶融押出ししてから二軸延伸後熱固定して巻き
上げるまでの任意の段階でコーティングを行う方法である。通常は、溶融・急冷して得ら
れる実質的に非晶状態の未延伸シート、その後に長手方向（縦方向）に延伸された一軸延
伸フィルム、熱固定前の二軸延伸フィルムの何れかにコーティングする。これらの中では
、一軸延伸フィルムにコーティングした後にテンターにおいて乾燥および横方向への延伸
を行い、さらに基材フィルムと共に熱処理をする方法が優れている。かかる方法によれば
、製膜と塗布層塗設を同時に行うことができるため製造コスト上のメリットがあり、コー
ティング後に延伸を行うために薄膜コーティングが容易であり、コーティング後に施され
る熱処理が、他のコーティング方法では達成することが難しいほどの高温とすることが可
能であるために塗布層の造膜性が向上し、また塗布層とポリエステルフィルムが強固に密
着する。また塗布層に架橋反応性化合物を含有する場合には、インラインコーティングの
高温の熱処理により、反応残基が残りにくくなるというメリットがある。塗布層中に反応
残基があることは、フィルムをロール状に巻いたときのブロッキング等を起こすことがあ
り好ましくない場合がある。特に本発明において、熱硬化性の樹脂を含有している場合に
、インラインコーティングの高温によって架橋反応が進行し、塗布層の耐久性が極めて向
上する。
【００５０】
　また耐熱性に劣る帯電防止性化合物であれば、この方法による高温の処理によって分解
を起こし、帯電防止性能が不足することがあるが、本発明の帯電防止性高分子化合物は耐
熱性に優れているためにかかる問題は起こしにくい。
【００５１】
　ポリエステルフィルムに塗布液を塗布する方法としては、例えば、原崎勇次著、槙書店
、１９７９年発行、「コーティング方式」に示されるような塗布技術を用いることができ
る。具体的には、エアドクターコーター、ブレードコーター、ロッドコーター、ナイフコ
ーター、スクイズコーター、含浸コーター、リバースロールコーター、トランスファロー
ルコーター、グラビアコーター、キスロールコーター、キャストコーター、スプレイコー
ター、カーテンコーター、カレンダコーター、押出コーター、バーコーター等のような技
術が挙げられる。
【００５２】
　なお、塗布剤のフィルムへの塗布性、接着性を改良するため、塗布前にフィルムに化学
処理やコロナ放電処理、プラズマ処理等を施してもよい。
【００５３】
　帯電防止性塗布層の塗工量は、最終的な被膜としてみた際に、通常０．００５～１．５
ｇ／ｍ２、好ましくは０．０１～１．０ｇ／ｍ２、さらに好ましくは０．０２～０．５ｇ
／ｍ２である。塗工量が０．００５ｇ／ｍ２未満の場合は十分な性能が得られない恐れが
あり、１．５ｇ／ｍ２を超える塗布層は、外観・透明性の悪化や、フィルムのブロッキン
グ、コストアップを招きやすい。
【００５４】
　帯電防止性塗布層の反対面には、微粘着層を設けることで、光学部材表面保護フィルム
として好適に使用できる。
【００５５】
　この場合の微粘着とは、一度貼合した保護フィルムを、光学部材を傷つけることなく、
かつ粘着剤が光学部材上に残ることなく剥離可能なものをいう。例えば、当該層をステン
レス板（ＳＵＳ３０４）に貼合せ、２３℃で６時間以上経時後に３００ｍｍ／分の速度で
１８０度の角度で剥離するときの剥離力が、２～６０ｇ／２５ｍｍであるものを指す。
【００５６】
　粘着剤のタイプとしては、熱硬化タイプ、ＵＶ硬化タイプ、ＥＢ硬化タイプ、ホットメ
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ルトタイプ等が挙げられ、さらに、耐久性や粘着剤の移行を抑えるために、イソシアネー
ト系やエポキシ系の架橋剤を適宜使用できる。
【００５７】
　かかる微粘着層としては、アクリル系粘着剤やシリコーン系粘着剤、ゴム系粘着剤など
の、一般的に知られている粘着剤を使用することができる。これらの中では、耐熱性など
の観点からアクリル系粘着剤が好ましい。アクリル系粘着剤は、例えば、種々のアクリル
酸エステルあるいはメタアクリル酸エステルを主成分として、これに種々のモノマーを共
重合したものが多く利用され、これにイソシアネート系硬化剤等を加えて硬化処理を行う
ことで形成することができる。
【００５８】
　本発明において、微粘着層の厚みは、３～１００μｍ、さらには５～５０μｍであるの
が好ましい。厚みが３μｍ未満であると十分な微接着効果が得られないことがあり、他方
１００μｍを超える層は、過剰品質であり不経済であるうえ、保護フィルムの透明性を損
なう場合がある。
【００５９】
　微粘着層表面には、必要に応じて離形剤で処理した剥離（離形）フィルムを貼り合せる
ことができる。
【発明の効果】
【００６０】
　本発明によれば、優れた帯電防止性と耐久性を有し、光学部材の保護フィルムとして用
いた際に優れた特性を示す塗布フィルムを提供することができ、その工業的価値は高い。
【発明を実施するための最良の形態】
【００６１】
　以下に実施例を挙げて本発明をさらに詳細に説明するが、本発明はその要旨を越えない
限り、以下の実施例に限定されるものではない。なお、実施例および比較例における評価
方法やサンプルの処理方法は下記のとおりである。
【００６２】
（１）表面固有抵抗（Ω）
　日本ヒューレット・パッカード社製高抵抗測定器：ＨＰ４３３９Ｂおよび測定電極：Ｈ
Ｐ１６００８Ｂを使用し、２３℃，５０％ＲＨの測定雰囲気でサンプルを３０分間調湿後
、表面固有抵抗値を測定した。
【００６３】
（２）耐擦傷性
　太平理化工業社ラビングテスターと専用フェルトで、帯電防止性塗布層の表面を３往復
した。その後、擦った箇所を目視で観察し、下記基準にて評価した。
　○：擦った箇所に外観の変化が認められない
　△：僅かに擦った跡が見える
　×：帯電防止性塗布層が削れて粉になる
【００６４】
（３）耐湿性
　フィルムを４０℃、９０％ＲＨの恒温槽内にて３日間保管し、帯電防止性塗布層の外観
の変化を目視で評価した。
　○：外観に変化がない
　△：白化などの外観変化が僅かに認められる
　×：白化などの外観変化が認められる
【００６５】
　以下の実施例、比較例中で使用したポリエステル原料は次のとおりである。
（ポリエステル１）：実質的に粒子を含有しない、極限粘度０．６６のポリエチレンテレ
フタレート
（ポリエステル２）：平均粒径２．５μｍの非晶質シリカを０．６重量部含有する、極限
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【００６６】
　また、塗布組成物としては以下を用いた。
（Ａ１）：下記式（４）の構成単位と、下記式（５）の構成単位とを重量比率で９５／５
の比率で共重合した、数平均分子量２００００の高分子化合物
【００６７】
【化６】

【００６８】
【化７】

【００６９】
（Ａ２）：上記式（４）の構成単位、上記式（５）の構成単位、下記式（６）の構成単位
を重量比率９０／８／２の比率で共重合した、数平均分子量３３０００の高分子化合物
【００７０】

【化８】

【００７１】
（Ａ３）：上記式（４）の構成単位、上記式（５）の構成単位、上記式（６）の構成単位
を重量比率８０／１０／１０の比率で共重合した、数平均分子量２１０００の高分子化合
物
【００７２】
（Ａ４）：上記式（４）の構成単位、上記式（５）の構成単位、上記式（６）の構成単位
を重量比率９８／１／１の比率で共重合した、数平均分子量１２０００の高分子化合物
【００７３】
（Ａ５）：上記式（４）の構成単位、上記式（５）の構成単位、下記式（７）の構成単位
を重量比率８５／１０／５の比率で共重合した、数平均分子量１８０００の高分子化合物
【００７４】



(12) JP 5376770 B2 2013.12.25

10

20

30

40

50

【化９】

【００７５】
（Ｂ１）：上記式（４）の構成単位からなる、数平均分子量３００００の高分子化合物
（Ｂ２）：上記式（４）の構成単位と上記式（６）の構成単位とを重量比率９５／５の比
率で共重合した、数平均分子量２３０００の高分子化合物
【００７６】
（Ｃ１）：メチル化ヘキサメチロールメラミンの架橋性樹脂である、大日本インキ化学工
業製ベッカミンＪ－１０１
（Ｃ２）：メトキシ化ヘキサメチロールメラミン／尿素共重合の架橋性樹脂である、大日
本インキ化学工業製ベッカミンＭＡ－Ｓ
【００７７】
（Ｄ１）：酸化ポリエチレンワックス水分散体である、東邦化学工業製ハイテックＥ－８
０００
（Ｄ２）：ガラス製反応容器中に、パーフルオロアルキル基含有アクリレートであるＣＦ

３（ＣＦ２）ｎＣＨ２ＣＨ２ＯＣＯＣＨ＝ＣＨ２（ｎ＝５～１１、ｎの平均＝９）８０．
０ｇ、アセトアセトキシエチルメタクリレート２０．０ｇ、ドデシルメルカプタン０．８
ｇ、脱酸素した純水３５４．７ｇ、アセトン４０．０ｇ、Ｃ１６Ｈ３３Ｎ（ＣＨ３）３Ｃ
ｌ１．０ｇおよびＣ８Ｈ１７Ｃ６Ｈ４Ｏ（ＣＨ２ＣＨ２Ｏ）ｎＨ（ｎ＝８）３．０ｇを入
れ、アゾビスイソブチルアミジン二塩酸塩０．５ｇを加え、窒素雰囲気下で攪拌しつつ６
０℃で１０時間共重合反応させて得られたフッ素含有樹脂エマルジョン
【００７８】
（Ｅ１）：アミノ樹脂系架橋剤の架橋触媒である、大日本インキ化学工業製キャタリスト
Ｏ
（Ｆ１）：ポリオキシエチレンラウリルエーテル（界面活性剤：ただし、オキシエチレン
の平均重合度が４のもの）
【００７９】
実施例１：
　ポリエステル１とポリエステル２とを重量比で８０／２０ブレンドし、十分に乾燥した
後、２８０～３００℃に加熱溶融し、Ｔ字型口金よりシート状に押し出し、静電密着法を
用いて表面温度４０～５０℃の鏡面冷却ドラムに密着させながら冷却固化させて、未延伸
ポリエチレンテレフタレートフィルムを作成した。このフィルムを８５℃の加熱ロール群
を通過させながら長手方向に３．７倍延伸し、一軸配向フィルムとした。この一軸配向フ
ィルムの片面に、下記表１に示すとおりの塗布組成物を塗布した。次いでこのフィルムを
テンター延伸機に導き、その熱を利用して塗布組成物の乾燥を行いつつ、１００℃で幅方
向に４．０倍延伸し、さらに２３０℃で熱処理を施し、フィルム厚みが３８μｍの二軸配
向ポリエチレンテレフタレートフィルムの上に０．０３ｇ／ｍ２の量の帯電防止性塗布層
を設けた塗布フィルムを得た。このフィルムの特性を下記表２に示す。
【００８０】
　次に、このフィルムの塗布層と反対の面に、微粘着層としてアクリル系粘着剤（帝国化
学株式会社製、ＳＧ－８００）１００部（固形分重量部）に対し、イソシアネート硬化剤
（日本ポリウレタン株式会社製、コロネートＨＬ）１０部（固形分重量部）を加えた塗工
液を、バーコーターを用いて塗布し、１００℃、２分間塗膜を乾燥・硬化させ、厚み２０
μｍの微粘着層を設けた。この上からは、シリコーンをコートした離型ポリエステルフィ
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ルムを被覆し、表面保護フィルムを作成した。このようにして得られたフィルムは、表２
に示したように優れた特性を持つので、実際に光学部材に貼り付けて保護フィルムとして
用いた時に、作業性、検査における視認性が良好で好適に使用できた。
【００８１】
実施例２～８：
　実施例１と同様の工程において、塗布液を表1に示すように変更し、フィルム厚みが３
８μｍの基材フィルムの上に表１に示す量の帯電防止性塗布層を積層した塗布フィルムを
得た。このフィルムの特性を表２に示す。さらに実施例１と同様にして、塗布層と反対面
に微粘着層を設けた表面保護フィルムとした。得られたフィルムは、表２に示したように
優れた特性を持つので、実際に光学部材に貼り付けて保護フィルムとして用いた時に、作
業性、検査における視認性が良好で好適に使用できた。
【００８２】
比較例１：
　実施例１と同様の工程において、塗布液を表1に示すように変更し、フィルム厚みが３
８μｍの基材フィルムの上に０．０３ｇ／ｍ２の量の帯電防止性塗布層を積層した塗布フ
ィルムを得た。このフィルムの特性を表２に示す。さらに実施例１と同様にして、塗布層
と反対面に微粘着層を設けた表面保護フィルムとした。得られたフィルムは、対擦傷性に
劣るので、実際に光学部材に貼り付けて保護フィルムとして用いた時に、貼り付け工程あ
るいは搬送工程等で入ったと思われる傷が表面にあり、検査に支障を来たした。また耐湿
性が悪いため、高湿度下に置かれた後の検査にも支障を来たした。
【００８３】
比較例２：
　実施例１と同様の工程において、塗布液を表１に示すように変更し、フィルム厚みが３
８μｍの基材フィルムの上に０．０５ｇ／ｍ２の量の帯電防止性塗布層を積層した塗布フ
ィルムを得た。このフィルムの特性を表２に示す。さらに実施例１と同様にして、塗布層
と反対面に微粘着層を設けた表面保護フィルムとした。得られたフィルムは、耐湿性が悪
いため、実際に光学部材に貼り付けて保護フィルムとして用いた時に、高湿度下に置かれ
た後に全面が白く濁り、検査に支障を来たした。
【００８４】
比較例３：
　実施例１と同様の工程において、塗布液を表1に示すように変更し、フィルム厚みが３
８μｍの基材フィルムの上に０．０５ｇ／ｍ２の量の帯電防止性塗布層を積層した塗布フ
ィルムを得た。このフィルムの特性を表２に示す。さらに実施例１と同様にして、塗布層
と反対面に微粘着層を設けた表面保護フィルムとした。得られたフィルムは、耐湿性が悪
いため、実際に光学部材に貼り付けて保護フィルムとして用いた時に、高湿度下に置かれ
た後に全面が白く濁り、検査に支障を来たした。
【００８５】
比較例４：
　実施例１と同様の工程において、塗布を行わない以外は同様にして、フィルム厚みが３
８μｍのポリエステルフィルムを得た。このフィルムの特性を表２に示す。さらに実施例
１と同様にして、片面に微粘着層を設けた表面保護フィルムとした。得られたフィルムは
、表面固有抵抗が高く帯電防止性能が悪いため、実際に光学部材に貼り付けて保護フィル
ムとして用いた時に、剥離時に手にまとわり付いたり、周囲の汚れを吸い付けたりして、
作業性を大幅に悪化させた。
【００８６】
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【表１】

【００８７】
　表１中の塗布量は、最終的に得られた塗布フィルムの面積あたりの、塗布層組成物の固
形分重量を意味する。
【００８８】

【表２】

【産業上の利用可能性】
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【００８９】
　本発明のフィルムは、例えば、光学部材保護フィルム、特に偏光板用保護フィルムとし
て、好適に利用することができる。
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